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研究成果の概要（和文）：本研究では、ワークコミットメントの概念を援用して農業法人における従業員の就業
意識を分析するとともに、従業員の定着に向けた対応策を検討した。その結果、①農業法人従業員のワークコミ
ットメントは、情緒的コミットメントにおいて経営体間の差異が顕著であること、②組織コミットメントの向上
を図る上では、経営者の行動面や管理施策面での取り組みが重要になること、③集落営農法人では、集落の外部
から雇用された従業員に対する地域との関係形成のための働きかけが重要になることが示唆された。

研究成果の概要（英文）：This study was conducted with the aim of analysis employment awareness and 
examine countermeasures set around at the concept of work commitment. The main findings of the study
 were as follows: (1)The difference by the agricultural company was conspicuous for the affective 
commitment,(2) Proprietor's behavior and human resource management policy were important to improve 
organizational commitment,(3)In community-based farming corporations, work to the formation of 
relationships with local communities was important for externally hired employees.

研究分野：農業経営学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
水田農業の構造改革および新規就農者の育成が日本農業の重要な課題となる中で、本研究の成果は、大規模水田
作経営で課題解決が急務となっている雇用人材の定着・育成に活用できるものであり、農業法人の持続的な成
長・発展および農業を担う人材の確保・育成に寄与すると考える。
また、研究成果は、個別経営法人、集落営農法人それぞれの特徴を踏まえて、実務家と意見交換を踏まえながら
取りまとめたものであり、地域の研修会などでも活用するなど実践性を備えたものとなっている。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

近年、我が国の水田農業は、農地流動化の進展に伴う規模拡大により家族経営から発展した農
業法人（以下、個別経営法人という）や集落営農の組織化により法人化した農業法人（以下、集
落営農法人という）を中心に大規模水田作経営の形成が急速に進んでいる。そして、これらの経
営では、非農家出身の若者を雇用するなど、雇用人材の導入を図りながら経営規模の拡大を図っ
ている。新規就農者の確保が農業の重要課題となる中で、農林水産省が実施する新規就農者調査
によると、49歳以下の新規就農者に占める雇用就農者の割合が40％を占めるなど、農業法人は、
地域農業の重要な担い手であると同時に、農業を志す若者の受け皿として重要な役割を果たし
ている。 

しかし、雇用人材の導入が進む農業法人では、離職した社員のいる農業法人の割合が高いこと
が確認されるなど雇用人材の定着、育成が重要な課題となっている。農業法人にとって、雇用人
材の離職は、労働力不足はもちろん、新たな採用者への教育指導の負担も含め経営への悪影響が
懸念され、課題解決にむけた対応策を提示することが求められている。 

こうした状況の中、農業経営学においても人的資源管理など雇用人材の定着に関わる研究が
行われつつある。一方、一般経営学の分野では、農業経営学に先行して雇用人材の定着に関わる
研究の蓄積が進んでおり、重要な概念として「ワークコミットメント」が提示されている。「ワ
ークコミットメント」は、組織コミットメント（所属する組織に対するコミットメント）、キャ
リアコミットメント（職業に対するコミットメント）に大別され、これらは、従業員のモチベー
ションや就業継続意向など雇用人材の定着に影響を与えるとされている（Allen,N.J.＆meyer,j.p.

『Journal of Occupational Psychology』63）。農業法人においても、これまでに研究代表者らが
実施した農業法人離職者の離職理由を分析した調査結果からは、雇用人材の定着を図る上で、ワ
ークコミットメントを高めるための取り組みが有効であることなどが示唆された。 

 

２．研究の目的 

そこで、本研究では、一般経営学の先行研究で提示されているワークコミットメントの概念を
援用して、大規模水田作経営における従業員の定着と育成を図るための方策を実証的に分析し、
農業法人における今後の対応策を明らかにすることを目的とする。 

研究に際しては、農業法人従業員のワークコミットメントを測定する尺度を作成するととも
に、水田作経営の主要な担い手として位置づけられる個別経営法人，集落営農法人を対象に両者
の共通点や相違点など経営形態の特徴を踏まえた人的資源管理の対応策を提示する。なお、集落
営農法人においては、近年、問題となっている構成員の高齢化、後継者不足などへの対応策とし
て、生産現場での取り組みが進みつつある集落外の居住者を常時雇用する外部雇用の事例に着
目して検討する。 

 

３．研究の方法 

本研究では、以下により研究目的の達成を図る。 
まず、農業法人従業員のワークコミットメントを測定するための尺度を作成する。ここでは、

一般経営学の先行研究や農業法人における従業員の雇用実態などを参考にして、ワークコミッ
トメントの測定尺度を試作するとともに、現地事例での適用を重ねながら、実用性向上に向けた
改善点を抽出し、改良を図る。農業法人におけるワークコミットメントの構成は、①職業として
の農業に生きがいや喜びを見出す（キャリアコミットメント）、②所属する農業法人に対する愛
着や帰属意識を持つ（組織コミットメント）、③地域に対する愛着や貢献意欲を持つ（地域コミ
ットメント）などの内容が想定される。 
次に、農業法人における雇用人材のワークコミットメントを規定する要因を抽出する。ここで

は、作成したワークコミットメント尺度を適用して個別経営法人、集落営農法人を対象に事例調
査を行い、従業員のワークコミットメントを測定するとともに、経営者の管理・監督行動や人的
資源管理施策の実態を把握する。併せて、従業員への聞き取り調査によりワークコミットメント
が変化した要因を探索するとともに、経営者の行動や人的資源管理施策が与える影響を分析す
るとともに、経営形態（個別経営法人、集落営農法人）による特徴を分析する。 
以上の結果に基づき、実務家（農業経営者、関係機関など）からの意見を収集、反映しつつ、

経営形態（個別経営法人、集落営農法人）の特徴を踏まえて、従業員の定着に向けた対応策を検
討する。 
 
４．研究成果 
（1）農業法人におけるワークコミットメント尺度の作成 
農業法人における従業員の就業意識を把握するために、ワークコミットメントの尺度を試作

し、農業法人従業員への適用を図りながら、実用性向上に向けた改良を行った。 
本研究で作成したワークコミットメント尺度は、①組織コミットメント 12 項目（情緒的コミ

ットメント６項目、功利的コミットメント３項目、規範的コミットメント４項目）、②キャリア



コミットメント 9項目（農業に対するコミットメント４項目、担当する職務に対するコミットメ
ント５項目）、③地域コミットメント 4項目の合計 25項目により構成され、農業法人の特徴を踏
まえて、地域コミットメントに関する尺度を設定した点などに特徴がある。  
そして、作成したワークコミットメント尺度を適用して、農業法人（個別経営法人、集落営農

法人）における従業員の就業意識を分析するとともに、経営者の行動や管理施策などの対応策を
検討した。 

 
（2）農業法人従業員の就業意識と今後の対応策 
農業法人従業員の就業意識調査結果から従業員のワークコミットメントの特徴として、①農

業へのコミットメントはかなり高いこと、②組織コミットメントでは、功利的コミットメント、
規範的コミットメントが低かったが、これは、若い従業員が多く、勤続年数が短い調査事例の特
徴を反映したものであること、③情緒的コミットメントでは、経営体間の差異が顕著となってお
り、経営者の行動や管理施策に積極的に取り組んでいる事例で高いこと、④従業員の組織コミッ
トメントが向上した要因は「経営者からの評価・期待」、「経営理念・方針への共感」、「良好な人
間関係」、「キャリア開発の機会」に大別されることなどが明らかとなった。 
これらの調査結果を踏まえると、農業法人において従業員の定着を図る上では、経営者の従業

員に対する行動面や管理施策面での取り組みが重要と考えられた。そして、農業法人における従
業員の組織コミットメント向上に向けた対応策として、経営者の行動面では、「従業員への期待
や評価を伝える」、「従業員のキャリアビジョンを理解する」、「職場の雰囲気づくり」、「教育指導
への積極的に関与する」などへの取り組みなどが有効と考えられた。管理施策面では、「職務分
担・権限移譲の促進」、「人事考課の工夫」、「経営理念・経営方針の策定」、「キャリア開発機会の
提供」などへの取り組みが有効と考えられた（表１）。 
 

表１ 組織コミットメント向上の対応策 
 

 

要因 

対応策 

経営者の行動 管理施策 

 

経営者の 

期待・評価 

従業員への期待や評価を伝える／

従業員のキャリアビジョンを理解

する／従業員の能力や適性を把握

する  

職務分担・権限移譲の促進／人事考

課の工夫（評価基準，評価方法など）

／個人面談の実施 

経営理念・

経営方針へ

の共感 

経営理念・経営方針を伝える 経営理念・経営方針の策定／経営理

念・経営方針共有の場作り（ミーテ

ィングの開催など）  

良好な人間

関係 

職場の雰囲気づくり（チームワーク

醸成の働きかけなど） 

親睦行事の開催 

キャリア開

発の機会 

教育指導への積極的な関与 キャリア開発機会の提供（OJT，視

察・研修，栽培試験など） 

 
 
（3）集落営農法人における就業意識の特徴と今後の対応策 
集落営農法人における従業員の就業意識は、従業員の出身（集落内出身、集落外出身）や地域

との関わり方（構成員、地域住民との関係性）によってワークコミットメントに差異が認められ
ることを確認した。こうした差異が生じる背景には、法人内に構成員世帯からの雇用と外部雇用
従業員が混在する場合，外部雇用従業員は集落居住者ではないことを意識せざるを得ず、「よそ
者」であることの疎外感が組織コミットメントの低下につながっている可能性があり、法人の役
員層とのコミュニケーション不足はそれを助長することが示唆された。とりわけ集落営農法人
は、地権者や集落住民との関わりが他の経営形態より強いことが想定されるため， 従業員が集
落内出身者か否かの差を意識せざるをえない傾向にあり、こうした点でも外部雇用従業員への
配慮が求められる。 
また、集落外部から雇用された従業員の地域への適応状況が地域への愛着や貢献意欲、地域に

配慮した経営意識に影響を与えることなどが示唆された。集落営農法人が構成員の高齢化や後
継者不足に直面する中、集落外出身者を後継者候補として育成していく上では、後継者候補への
段階的な権限移譲を図るとともに、構成員と後継者候補間の良好な関係形成支援（集落行事や共
同作業への参加、地域住民との交流など）による地域コミットメントの向上に向けた取り組みが
重要と考えらえれた。 
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